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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

日本鋳鍛鋼株式会社

代表取締役社長 飯塚 富矢氏

取引店 福岡銀行 八幡支店

株式会社アントルメ菓樹

代表取締役社長 柴田 博信氏

取引店 熊本ファミリー銀行 健軍支店

竹下製菓株式会社

代表取締役社長 竹下 敏昭氏

取引店 親和銀行 佐賀中央支店

頭取の企業訪問
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名実ともに地域に根差した企業

－当社は、新日本製鐵グループと

三菱グループが共同出資を行い、

１９７０年（昭和４５年）に設立されま

した。当時は大型タンカーの建造

と大型発電所や製鉄所の建設が目

白押しであり、これらの重要部材

である鋳鍛鋼品へのニーズに対応

するため、新日本製鐵グループと

三菱グループがそれぞれ有してい

た鋳鍛鋼品製造に関する技術や設

備を当社に集約しました。

私は社長就任３年を機に「地方

の中で光る存在になろう」をス

ローガンとして、登記上東京に置

いていた本社所在地を、今年７月

に北九州市へ移転しました。設立

４０周年の節目を来年に控え、名

実ともに地元に根差した企業にな

りつつあると自負しています。

北九州発、世界有数の

タービンロータメーカー

－当社の製品構成は、鍛鋼品が約

８割を占め、鋳鋼品が１割弱、鋼

塊など加工材が１割強となってい

ます。主力製品は発電所のタービ

ンロータ（タービンの中で蒸気を

受けて回転する部材）や製鉄所の

バックアップロールなどの鍛鋼品

です。これらは公衆の目に触れる

ことはまずありませんが、１０�
を超える大型製品もあります。特

に、発電所向けの大型タービン

ロータが製造できるメーカーは世

界でも大変少なく、当社のものづ

くり力は高く評価されています。

そのため現在では製品の約４割が

中国・米国などの海外向けに輸出

されるなど、当社製品はここ北九

州を発して世界各地で活躍してい

ます。

技術と匠が融合する

ダイナミックな世界

－当社の製品は、その特殊な用途

ゆえに、大きさだけでなく、強度

や寸法精度など様々な要素で高水

準の要求に応えるものでなければ

なりません。例えば、当社の製造

工程では、５００ｔもの加熱された

「鋼塊」を、国内有数の１０，５００ｔプ

レス機を駆使して鍛造し、最終的

には過酷な用途に耐えうる強度と、

ミリ単位の寸法精度を併せ持つ製

品へと仕上げていきます。大型の

「鋼塊」が「製品」へと姿を変え

ていく過程は、当社が培ってきた

製造技術と、熟練工の匠の技が遺

憾なく発揮され、互いが融合しあ

うダイナミックな世界といえます。

「現場力」を伝承させる取組み

－ものづくりの中心は「機械設

備」ではなく、それを動かす「人」

にあります。当社では、永年社内

で培ってきた高度な技術や、もの

づくりの精神を「現場力」と位置

づけ、その伝承に努めることを人

材育成の基本に据えています。

具体的には、従業員の入社年次

や役職など階層毎に組み込まれた

育成プログラムに従って、「安全」

「基礎学習」「資格取得」「実技」

「改善活動」等の研修を実施して

います。こうした研修の講師を当

社の現役社員やＯＢが務めること

で、当社が誇る「現場力」を後進

に伝承しようと考えています。

また、新たな技術開発のため、

地元大学との産学連携も積極的に

行っています。特に、当社に卒業

生が多数在籍している九州工業大

学や九州大学と連携して、製鋼や

鍛造などの分野で共同研究を展開

しています。

日本鋳鍛鋼株式会社
代表取締役社長

飯塚 富矢氏
■設 立：１９７０年４月 ■所 在 地：福岡県北九州市
■資 本 金：６，０００百万円 ■従 業 員：６００名
■事業内容：大型鋳鍛鋼品の製造・販売
■取 引 店：福岡銀行 八幡支店
■主な取扱品目：各種発電プラント、各種産業機械、大型船舶部品など
■営業拠点：福岡県北九州市（本社・工場）、東京・神戸・長崎（営業所）
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技術開発により

更なる成長を目指す

－当社は現在、中期経営計画「Ｎ

Ｐ４００」（Ｎｅｗ Ｐｒｅｓｓ４００）の

達成に向けて取り組んでいます。

能力１３，０００tの巨大プレス機（国

内でも３本の指に入る規模）導入

により、６００ｔを超える重量の超

大型鋼塊の製造体制を確立するな

どタービンロータの分野での存在

感をさらに高め、売上高４００億円

を達成することが目標です。増設

工事は順調で、来年秋にはこの新

型プレス機が稼動します。

今後も発電所の大型化・高効率

化の方向は続くでしょう。その結

果、中核部材であるタービンロー

タにも、一層高い品質が求められ

ることは必至です。また、中・小

型のタービンロータは、中国など

新興国の製造能力が先進国に追い

付きつつあります。製品の大型

化・高品質化への対応能力を身に

付け、後発他社を引き離すことが

重要な課題です。

そこで当社は、今年５月から「ポ

ストＮＰ４００」という中期経営計

画を並行して実施し、将来への新

たな布石を打っていきます。ター

ビンの高効率化に対応できる高品

質ロータの量産体制を確立するこ

とが主なターゲットですが、特色

ある技術をさらに高め、高度化・

多様化する顧客ニーズへ対応する

ことで、更なる成長ステージを目

指していく所存です。

産業の発展と人々の暮らしに貢献

－当社は産業の発展と人々の暮ら

しに貢献することを基本理念とし

ています。これからも、大型鋳鍛

鋼品の製造を中核事業として、特

色ある技術の創造と優れた製品の

提供を通じて世界の産業と人々の

暮らしに貢献していくとともに、

「お客様から喜ばれ、社員から愛

され、そして株主からも評価され、

社会から尊重される会社」を目指

してまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

国内有数の大型プレス機が、
真赤に熱せられた鋼塊を鍛造す
る様子は、まさにダイナミック
な迫力に満ちていました。来年
には、さらに大きな世界有数の
プレス機が増設中の工場に設置
されるなど、製品大型化への対
応が進んでいきます。
北九州発の地元企業が、優れ
た製品の輸出を通じて世界の産
業発展と人々の生活水準向上に
貢献しながら、さらなる能力増
強と技術革新に挑む姿勢を肌で
感じました。当社が今後も業界
をリードしていくことを確信し
ております。

大型鋼塊を鍛造する１０，５００ｔプレス機

発電用鍛鋼品『原子力用一体型低圧ロータ軸』

製鉄所用鍛鋼品『バックアップロール』 左から塩浦総務部長、谷頭取、飯塚社長、塩塚支店長 １３，０００ｔプレス機を待つ増設工場
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留学先の米国で
家業を継ぐことを決心
当店は元々、父が営んでいた「松
月堂」という和洋菓子店が始まり
です。幼少の頃から、朝早くから
夜遅くまで、盆も正月もクリスマ
スもなく忙しく働く父親の背中を
見ていた私は、大学に入学した後
も家業を継ぐ意識はあまりありま
せんでした。
英語が得意で貿易関係の仕事に
興味があったため、大学生時代米
国（サンフランシスコ）に留学しま
した。留学をしてみると周囲に英
語が堪能な学生は大勢おり、大変
な挫折感を味わうことになりまし
た。そんな時に、たまたま文化祭
で作ったケーキが好評だったこと
がきっかけで、菓子屋を継ぐこと
を真剣に考え始めました。たった
一つのケーキが、国境を越えて人
を喜ばせることができるという魅
力にとりつかれ、菓子屋が嫌で留
学したにも関わらず、菓子屋を継
ぐことを決心しました。
帰国後は、福岡の「セーヌ」、
次に神戸の「ミッシェル」に場所
を移し修行を重ねました。その後、
父が病気で倒れたことがきっかけ

で熊本にもどり、１０年後に「松
月堂」の屋号を「アントルメ菓樹」
に変更し、同時に店舗を改築して
当店をスタートさせました。

米国留学で学んだ経営スタイル
今から３０年ほど前に留学した
米国では、日々驚きの連続でした。
当時のサンフランシスコでは「広
大な駐車場のある郊外のショッピ
ングセンター」や「ドライブスルー
方式の銀行」などに触れ、米国の
モータリゼーション社会を目の当
たりにしました。
父の代から、当店は熊本市の中
心部から離れた場所にあり、ケー
キショップとしては決していい立
地ではありませんでした。「この
土地で営業するには広い駐車場が
必要」と開店当初からできるだけ
駐車場を広くし、現在では４０台
分の駐車スペースを確保しました。
さらに、雨の日にも快適に来店し
ていただけるように、駐車スペー
スの一部には屋根を設ける配慮を
しています。これも米国留学で学
んだ経営スタイルを実践したもの
です。

夢にこだわる店づくりと
妥協のない味の追求
洋菓子に欠かせないのは「夢」
という要素だと考えています。
ショーケースには常時ケーキ３０
種類以上、焼き菓子２５種類以上
を用意しており、ケーキ以外にも
植物や雑貨などもディスプレーし

ています。また、ケーキと併せて
ご購入いただけるよう様々な工夫
を行っています。また、ケーキを
通して季節を感じていただきたい
とも考えており、季節ごとの商品
を多く用意したり、年間２０種類
以上の新作ケーキを誕生させてい
ます。この秋の新商品である、熊
本県産のごぼうを使ったチョコ
レートケーキ「ごぼうショコラ」
や山江村の利平栗を使った「栗の
タルト」などは、皆様に大変ご好
評をいただいております。
宝石のように見て楽しいケーキ
も魅力的ですが、当店では「焼き菓
子」にも力をいれています。素材
がバター、小麦粉、砂糖、卵とシ
ンプルなだけに、シェフの腕が一
番試されるのも焼き菓子です。サ
クサクのサブレ生地にキャラメル
コーティングされたスライスアー
モンドがたっぷり載った「フロラ
ンタン」は当店一押し商品です。
最近ではお客様のご要望も多様
化し、世界に一つだけの「キャラ
クターケーキ」を注文されるお客
様も増えてきています。平面から
立体まで、かなり複雑な場合も極
力ご要望にお応えするようにして
います。また、遠方へのご進物の
ため早朝に菓子が必要でお越しの
お客様には、開店時間前でも販売
させていただいたり、お客様をお
待たせしないように混雑時にはフ
ロアにスタッフを配置したりする
など、接客にも大変力をいれてい
ます。

株式会社アントルメ菓樹
代表取締役社長

柴田 博信氏
■設 立：１９９１年１１月
■従 業 員：社員８０名（パート・アルバイト含む）
■事業内容：菓子製造小売業 ■事業拠点：熊本市東野１丁目５‐５
■営業時間：９：３０～２０：００ ■定 休 日：第１火曜日
■駐 車 場：４０台
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さらに、店内からも、厨房の様
子が見えるようにしています。厨
房にいるパティシエ（菓子職人）の
いきいきとした表情や、清潔感溢
れる調理台でケーキを作っている
プロセスをご覧いただくことで、
お客様には安心感もお届けしたい
と考えています。

菓子づくり、人づくり、夢づくり
近頃、マスコミなどで取り上げ
られる機会が増えてきたこともあ
り、パティシエにあこがれる若者
が増えて、当店でも２０人ほどの
パティシエが修行しています。職
人として技術を習得し仕事を覚え
ることは当然ですが、一番大切な
ことは「職人として一流になるこ
とではなく、社会人として協調性
と社会性を身につけてもらうこ
と」だと考えています。「立派な
職人である前に、一人前の社会人
であれ」をモットーに、日夜、彼
らの教育に当たっています。
当然、その中で、職人として技
術とセンスを磨くことは必要です。
当店のパティシエたちにもコンテ
スト等には積極的にチャレンジさ
せています。２００９年４月に行わ
れた「熊本県洋菓子技術コンテス
ト」では、当店のパティシエが上
位３位までを独占するなど成果を
残しています。
最近では、大学生などを対象に

「キャリアプランニングの講演」
を行う機会もいただいています。
自社社員のみならず、今の若者た
ちには、「自分の夢にむかって、
ステップアップしてほしい」と強
く願っています。自分の経験を伝
えることで、若い人の力を引き伸
ばしていくことが自分の使命であ
ると強く感じています。

顧客、地域との心の交流
私たちがお菓子作りに喜びを感
じる時は、お客様の輝く笑顔を見
る時です。当店では、季節のご挨
拶やお礼、婚礼の引き菓子などい
ろいろなシーンに合わせた詰め合
わせのギフトをたくさんご用意し
ています。ギフトは贈る人の真心
を伝えるものであり、心を和ませ
るものです。これからも地域の
方々、おひとりおひとりの心を通
わせるお手伝いをしながら、お菓
子を通じて皆様と語り合い、心を
通わせていきたいと考えています。
現在、アントルメは、当店一店
舗のみで展開しています。今後、
人材が育っていけば、いろいろな
場所で、アントルメのお菓子を多
くの方に味わっていただけるので
はないかと考えています。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

店名の「アントルメ」とはフ

ランス語で「ちょっと贅沢なお

やつ」という意味があるそうで

す。その名の通り、ショーケー

スには芸術的で手の込んだケー

キばかりで、オーナーを始めパ

ティシエ達のお菓子への情熱と

地道な努力を感じさせられます。

今後も、子どもたちを魅了し

大人たちをも惹きつけてやまな

い、夢と楽しさの溢れる味わい

を守り続けていかれることを期

待しています。

左から栗のタルト、フロランタン、ごぼう
ショコラ 左から小林支店長、柴田社長、鈴木頭取

店舗の外観 店内風景 厨房の中の皆さん
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ブラックモンブラン誕生秘話
当社は１９０２年に祖父・竹下佐
八が佐賀市元町で創業しました。
森永製菓の創業者である森永太一
郎氏と親交があったことから、そ
の当時いち早く大量生産方式を採
用し、ビスケット類などを菓子問
屋を通して販売する新しいスタイ
ルの会社をスタートさせました。
以来、現在まで一貫して地域に密
着した商品展開を進めてきました。
１９５８年には、製菓部門に加え
アイスクリーム部門も創設しまし
た。主力商品である「ブラックモ
ンブラン」は、父・竹下小太郎が
１９６６年に発案したものです。商
品名の由来は、父がアルプス山脈
を訪れた時に「この真っ白い山に
チョコレートをかけて食べたら美
味しいだろう」と思ったことが
きっかけです。同時に、「アルプ
スの最高峰であるモンブランのよ
うにアイスクリームの最高峰を目
指す」という意味も込められてい
ます。
ブラックモンブランの発売当初
のアイス業界は、水に色をつけ甘
味料を加えて固めた商品が大半で

した。その中で、バニラアイスを
チョコクランチで覆った洋菓子の
ような高級感が子供たちの目を引
きました。個性的な商品名と、妥
協のない味への追求により、発売
から４０年以上たった今でも、西
日本地区の方にはお子様から大人
まで幅広い層に親しみを持ってい
ただいており、当社の冷菓は西日
本を中心に、年間１０００万本以上
の出荷を続けています。

「夢と遊び心」の追求から生まれた
「くじ付アイスバー」
当社の冷菓の人気を支える理由
のひとつは、「アイスバーの焼印
によるくじ」だといえます。お菓
子づくりは、子供はもちろん大人
にも夢と遊び心を与えることだと
考えています。その思いから、ア
イスを食べ終わった後にも遊び心
を刺激できるようにと、くじの仕
組みを販売当初から導入していま
す。
はじめは「もう一本」のみでし
たが、その時代背景にマッチした
「当たりのしくみ」を取り入れて、
現在まで続いています。
こうしたくじによる販売手法は、
問屋や販売店の協力なくして成せ
るものではありません。お取引先
の皆様から信頼をいただいている
ことで、このシステムが現在まで
維持できていると、大変感謝をし
ております。

消費者に安全安心なお菓子を
食の安全に対する消費者の意識
が高まる中、お客様の信頼を得る
ために、特に留意しているのは、
品質管理への配慮です。
生産工程においては、原料を厳
選すると共に、高熱殺菌処理など
を行い安全面に気を配っています。
また、異物混入を避ける方法とし
て、他社では金属探知機などが一
般的ですが、金属以外の異物への
感度をあげるために、当社ではＸ
線探知機を採用し、最終製品を
チェックしています。

消費者のハートを
射止めつづける努力
１００円以上のアイスが主流のな
か、ほとんどの商品が低価格にこ
だわり続けているのは、「子供た
ちの手の届く値段でおいしいもの
を」という開発当初からの一貫し
た想いがあります。
味の面では、例えば一見ずっと
変わらないように見えるブラック
モンブランについても、氷菓（乳
固形分３％未満）から、より濃厚
で舌触りがなめらかなアイスミル
ク（同１０％以上）に変更したり、
現代人の体格を考慮して８０ミリ
リットルだった内容量を１１５ミリ
リットルに増量したりと、きめ細
やかな調整をおこなっています。
モンブラン以外にもサクッとし
た食感が心地よい氷片入りのミル

竹下製菓株式会社
代表取締役社長

竹下 敏昭氏
■創 業：１９０２年
■所 在 地：佐賀県小城市小城町池の上２５００番地
■従 業 員：８０名
■事業内容：アイスクリームの製造・販売、菓子の製造・販売
■事業拠点：佐賀県小城市小城町池の上２５００番地（本社、冷菓工場、

菓子工場）
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クセーキバーの「ミルクック」が
３０年、バナナアイスとチョコレー
トのしましま模様が特徴の「トラ
キチ君」が２０年とロングセラー
を続けています。これらの商品は、
季節によって氷片の分量を変化さ
せ、糖度を調整するなど、飽きや
すい消費者の心をつかみ続ける努
力を重ねています。

社員の育成と
商品開発への熱い想い
当社は創業以来、「顧客との密
接なつながり」「親しみやすい
キャラクターによるＣＭ展開」な
どローカル色を重視した営業展開
を行っています。その一方で、最
新のトレンドを取り入れ、洗練さ
れた商品をお客様にお届けしたい
とも考えています。そのため、全
国で行われる製菓関連の展示会や
発表会には、積極的に社員を派遣
し、流行を的確に捉え、感性を磨
き、蓄積された技術と最新の技術
の融合を行っていける人材を育成
しています。
今後は、少子高齢化の時代を迎
えるため、子どもだけをターゲッ
トにした市場には限界があります。

「少量でよいからおいしいもの
を」という現代人の嗜好の変化を
商品に反映させるために、社内に
設けた開発チームは、繊細な味覚
と感性をもつ女性を中心に編成し
ています。その中で、消費者の高
級志向に対応し素材や包装にもこ
だわった製品や、大手コンビニと
共同で開発した「ブラックモンブ
ランパン」など、その時々の時代
の要請に応えつつ、ユニークな商
品開発を続けています。将来的に
は「ブラックモンブラン」を超え
る新商品の誕生を目指して、日々
努力を続けています。

おいしい、楽しい、
かわらぬお菓子づくりを
私どもは、創業当時から「我社
はおいしい、楽しい商品を作って、
社会に奉仕する」を経営理念とし
て歩んで参りました。アイスの世
界をとりまく状況はめまぐるしく
変化し、嗜好の多様化には著しい
ものがありますが、これまで培っ
てきた独自の商品開発力と、地場
企業ならではの手づくり感を武器
に、「おいしい、楽しい商品」を作
り続けていきたいと考えています。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

変化の激しいお菓子業界の中

で、当社は知名度の高い「ブラッ

クモンブラン」をはじめ、数々

のヒット商品を生み出されてい

ます。

そのヒット商品の裏側には、

子どもたちのハートを射止める

ための商品開発や安心して食べ

られるための企業努力があるこ

とを改めて認識いたしました。

これからも、皆様に愛される

「おいしい、楽しい」商品づく

りに邁進され、夢を与える企業

として益々発展されることを期

待しています。

明治期の菓子レシピや通い帳 左から北川支店長、竹下社長、鬼木頭取

製品の検品作業風車のある工場 アイスクリーム製造ライン

07FFG調査月報 2009年12月



企業の省エネ活動の方向性～省エネ法改正を受けて～

表１ 年間のエネルギー使用量が１，５００kl 以上とな
る企業の主な目安

小売店舗 約３万�以上

オフィス・事務所 電気使用量が約６００万 kWh／年以上

ホテル 客室数３００～４００規模以上

病院 病床数５００～６００規模以上

コンビニエンスストア ３０～４０店舗以上

ファーストフード店 ２５店舗以上

（出所）経済産業省 資源エネルギー庁資料

はじめに

政府が「温室効果ガスを２０２０年までに９０年比

２５％削減する」という高い目標を国際公約とし

て掲げるなど、現在、地球温暖化問題やその対

策としての温室効果ガス削減に対する関心が高

まっています。そうした中、来年４月から温室

効果ガス削減に向け、「エネルギーの使用の合

理化に関する法律」（以下、改正省エネ法）が施

行されるなど、企業の省エネルギー活動の活性

化を促す動きが起きています。

そこで本稿では、改正省エネ法の概要や企業

の省エネ活動を促進するための制度や取組み事

例等をご紹介し、企業の省エネ活動の方向性や、

そのもたらす効果について考察します。

１．改正省エネ法の概要

改正の背景

省エネ法は石油危機を契機として、１９７９年に

エネルギー使用の合理化推進を目的に制定され

ました。その後、地球温暖化問題が注目を集め

るようになり、温室効果ガス削減に向けた取組

みの一環として、エネルギー使用量が大幅に増

加している業務部門（オフィス・店舗など）と家

庭におけるエネルギー使用の合理化をより一層

推進することを目的に、０８年５月、省エネ法が

改正されました。

工場・事業所に係る改正のポイント

�工場・事業所単位から企業単位へ

従来の省エネ法では規制対象は「工場・事業

所単位」であり、一定規模以上の工場・事業所

単位でのエネルギー使用の管理が求められてい

たのに対し、改正省エネ法では「事業者（企業）

単位」での規制となり、企業全体（本社、工場、

支店など含めて全て）でのエネルギー使用の管

理が求められるようになりました。

�フランチャイズチェーン事業も規制

コンビニエンスストアなどのフランチャイズ

チェーン（＝「特定連鎖化事業者」と言います）

も、そのフランチャイズ事業全体でのエネル

ギー使用の管理が求められます（管理を行なう

のはフランチャイズ本部）。

対象となる企業

改正省エネ法の規制対象になるのは、年間の

エネルギー使用量が原油換算値で１，５００ｋｌ以

上となる企業およびフランチャイズチェーンで

す。経済産業省が示している一般的な目安は以

下の通りです（表１）。

対象になる企業は、日本全体で約１万社に上

ると予測されています。

今後の流れ

来年４月の改正省エネ法の施行に先立って、

企業は今年４月から「企業全体のエネルギー使

用量を把握する」ことが求められています。エ

ネルギー使用量の合計が原油換算で１，５００ｋｌ

以上となる場合は、５月末（来年度は７月末）ま

でに本社所在地域を管轄している経済産業局へ

届出を行い「特定（連鎖化）事業者」の指定を受

けなければなりません。届出を怠った場合や、

虚偽の届出を行った場合は、５０万円以下の罰金

産業調査
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平
成
21
年
度�

平
成
22
年
度
〜�

企業全体でのエネルギー使用量の�
把握�

本社所在地を管轄する�
経済産業局へ届出�

特定事業者又は特定連鎖化事業者�
の指定�

【指定後に行わなければいけないこと】�

①エネルギー管理統括者等の選任・届出�
②企業単位でのエネルギー管理�
（年平均1％以上の消費効率改善（※））�
③中長期計画書・定期報告書の提出�

（※）エネルギー消費効率の改善については�
　　　「努力目標」であり罰則なし�

エネルギー使用量が�
1,500kl以上かどうか�

届出�
不要�いいえ�

はい�

図１ 今後の改正省エネ法への対応の流れ

（出所）経済産業省 資源エネルギー庁資料などを基にふくおかフィナンシャル
グループ作成

が課せられます。

来年度以降、「特定（連鎖化）事業者」の指定

を受けた企業は、エネルギー管理統括者等の選

任・届出や、中長期計画書・定期報告書の提出、

そしてエネルギー消費効率（原単位）を年平均

１％以上改善していくことが求められます。な

お、エネルギー消費効率の改善以外の対応を

怠った場合は罰金が課せられます（図１）。

２．省エネ活動促進のための各種制度

「エネルギー使用量が年間１，５００ｋｌ以上」と

いう、改正省エネ法の基準を満たす企業は、日

本全体で１万社程度という数字からも分かると

おり、一部の大手企業等にとどまります。その

ため、多店舗展開を行なっている小売業者や大

規模病院など一部を除いて、多くの中小企業に

は改正省エネ法による直接の影響は及ばないと

思われます。ただし、政府は温室効果ガス削減

のためには中小企業による省エネ活動も重要だ

と考えており、そうした活動を促進するための

様々な制度を用意しています。以下、代表的な

制度を紹介します。

省エネ診断サービス

省エネ活動の実施にあたり第一に取組むこと

になるのは、自社のエネルギー使用量の把握で

す。しかし、実際に自社だけで把握するのは困

難を伴います。効果的かつ効率的に自社のエネ

ルギー使用量の現状を把握するためには、専門

家による診断サービスを活用することが有効で

す。診断サービスの一例として、財団法人省エ

ネルギーセンターによる「省エネルギー無料診

断事業」があります。

省エネルギー無料診断事業とは、原則年間の

エネルギー使用量が原油換算で１００ｋｌ以上～

３，０００ｋｌ未満（１００ｋｌの目安は年間のエネル

ギー使用料金が７００～８００万円程度）の工場・ビ

ル等の事業所を対象に、事業所単位で専門家に

よる省エネ診断を行なうものです。九州内だけ

でも年間数十件ほど実施されています。診断の

結果報告書の中には、具体的な省エネ改善策と、

それを実施した場合に期待できる省エネ効果ま

で提示されています。

省エネルギー無料診断事業に関するホームページ
工場：http://www.eccj.or.jp/audit/fct3/index.html
ビル：http://www.eccj.or.jp/audit/buil_serv06/index.html

取組み事例の公開

具体的にどのような省エネ活動に取組むか検

討する際には、他社の取組み事例やノウハウな

どを参考にすると良いと思われます。実際、経

済産業省が中小企業経営者１，０００人を対象に昨

年１２月に実施したアンケートによると、中小企

業が省エネに取組むにあたって最も必要として

いる情報は「省エネルギー実践のためのノウハ

ウ集」でした。

政府はそうしたノウハウ集を様々な形で公開

しています（表２）。
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中小企業等�
●大企業等の支援により、排出量削減�

●その結果生じた国内クレジット（排出権）を売却�
�

第三者�
認証機�
関による�
認証�

→大企業の技術・支援をコスト削減に活用�

大企業等�
●中小企業等に資金・技術を提供�

●その結果生じたクレジット（排出権）を購入�

→排出量削減の目標達成に活用�

ＥＳＣＯ利用企業�

ＥＳＣＯ事業者�

契約締結�
（省エネ効果�
保証）�

包括的な�
省エネサービス�

提供�

【ＥＳＣＯ利用企業のメリット】�
①ＥＳＣＯ事業に必要な費用はコスト削減分で賄う�
　⇒新たな費用負担無し�
②省エネ効果はＥＳＣＯ事業者が保証�
　⇒確実に省エネが可能�
③契約期間終了後はコスト削減効果は全て企業の　�
　利益になる�

手数料�
（サービス料）�

支払�

表２ 省エネに関する事例・ノウハウ集の例

■資源エネルギー庁「業界向け省エネルギー実施要領」

http://www.enecho.meti.go.jp/topics/080804/080804.htm

■財団法人省エネルギーセンター「省エネ技術データベース」

http://eccj06.eccj.or.jp/spill/index.html

■近畿経済産業局「中小企業からの省エネの風」

http://www.kansai.meti.go.jp/3-9enetai/jirei-seeds/index.html

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

特別税制／補助金

従来、省エネ活動の中心は「お金をかけない

省エネ（＝無駄な照明を消す等の日常での工

夫）」が中心でしたが、これから効果的な省エ

ネ活動のために必要になってくるのが、設備投

資を伴う省エネ活動、つまり「省エネ投資」で

す。省エネ投資に対する優遇措置の代表的なも

のとして、エネルギー需給構造改革推進投資促

進税制（略称：エネ革税制）があります。

エネ革税制とは、青色申告書を提出する法人

又は個人が、省エネ設備等を取得し、かつ１年

以内に事業の用に供した場合に

�普通償却に加えて基準取得価額（計算の基
礎となる価額）の１００％相当額を限度として

償却できる特別償却

または

�基準取得価額の７％相当額の税額控除
を受けることのできる制度です（ただし�は中
小企業者等のみが利用可能です）。

特別税制以外にも、独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の「エ

ネルギー使用合理化事業者支援事業（設備資金

の１／３を補助）」など、様々な補助金が用意

されています。

特別税制／補助金に関するホームページ
http://www.eccj.or.jp/promote/06/index.html

国内クレジット制度／ＥＳＣＯ

省エネ投資をより効果的に実施するために活

用できる制度として、国内クレジット制度やＥ

ＳＣＯがあります（両制度の内容については、

小報２００８年１２月号に掲載していますので、本稿

では概要のみ紹介します）。

国内クレジット制度は昨年秋より試行が始

まった国内排出量取引における排出量削減方法

の一つで、大企業の資金を活用して中小企業が

省エネ投資を行なうものです。一方、ＥＳＣＯ

（Energy Service COmpanyの略）は、省エネル

ギーに対する包括的なサービスを提供する事業

のことです。両制度に共通する特徴は、「大企

業、専門業者が有する豊富な資金やノウハウを

自社の省エネ投資に活用することができる制度

である」ということです（図２、３）。

政府は両制度に対して補助金などの支援策を

充実させており、またより強制力がある方式で

図２ 国内クレジット制度の概要

図３ ESCOの概要

産業調査

（出所）図２、３とも各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ
作成
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【省エネ活動の優先順位を高くしている理由】�
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6.8％�

0.6％�

省エネは、エネルギーコストの節�
減につながるため�

省エネは、地球温暖化の防止や�
社会貢献につながるため�
省エネは、生産効率の改善に�

つながるため�
省エネは、公的支援が活用でき�
効果的な設備投資ができるため�

その他�

の国内排出量取引を導入する、という方針を打

ち出していることから、今後両制度の利用拡大

が期待されています。

３．省エネに対する企業の意識と事例

省エネ活動促進に向けては様々な制度が用意

されていますが、実際、企業の経営者は省エネ

活動に対してどのような意識を持っているので

しょうか。

前述の経済産業省が実施した中小企業経営者

へのアンケートによると、全体の約５割が省エ

ネ対策、燃料高対応を主要な経営課題として掲

げています。そしてその理由の８割が「エネル

ギーコストの節減につながるため」と回答して

います（図４）。

こうしたアンケートからも分かるとおり、企

業にとって省エネ活動を行なう最も大きな動機

は「コスト削減効果が期待できるため」と言う

ことができます。具体的には、省エネ活動を通

して、

�エネルギー使用量削減
�社内での業務の無駄の発見と削減（＝業務
の効率化）

という２つの側面でのコスト削減効果が期待で

きます。

企業の取組み事例：東建工業株式会社

当社（本社：福岡県久留米市）は、主に建築・

土木・不動産や産業廃棄物処理業、環境デュー

デリジェンス等を手がけている企業です。環境

認証（エコアクション２１※）の取得に向けた取組

みの一環として、省エネ活動に着手しています。

省エネ活動の実施にあたり、最初に重視した

ことは「従業員の意識付け」と「ムリ・ムダ・

ムラをなくすこと」です。具体的には、毎月の

電気使用量のグラフを掲示する「見える化運

動」や、ゴミの分別を通して従業員の意識付け

に取組んだほか、事務所内の照明の工夫（ダミー

管や反射板の設置）や無駄な残業の廃止、作業

の効率化、そして工場で使用している機械類の

こまめなメンテナンスや電源のオン・オフなど

「お金をかけない形」で省エネ活動に取組んで

います（図５）。

図４ 向こう３年程度の視点で経営を考える際に、
以下にあげる１６の経営課題のうち、「省エネ
ルギー対策、燃料高対応」の優先順位

【１６の経営課題】

� 新技術・新商
品の開発

� 生産コストの
削減・圧縮

� 販路・市場の拡大
やマーケティング

� 情報化への
対応

� 国際化への
対応

� 人材の確保・
育成

� 後継者の確
保・育成

� 経営組織の見
直し

	 知的財産の
管理と活用


 資金調達の円
滑化

� 外部経営資源
の活用

� 法規制への
対応

 地球環境への
対応

� 省エネルギー対
策、燃料高対応

� 原材料高への
対応

� 新分野への
進出

（出所）省エネ化と「省エネ産業」の展開に関する研究会（※）『省エネ化と「省エ
ネ産業」の展開について』（０９年３月）

（※）上記研究会は資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長の私的研
究会

図５ 「見える化」とゴミの分別の様子

（出所）東建工業提供
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※エコアクション２１
環境省が創設した中小企業向け環境認証・登録制度

活動の結果、当社では電気使用量を前年比で

３５．４％削減することに成功しています。２年目

以降は「削減したコストで賄える範囲」での新

たな省エネ設備の導入により、更なる省エネ活

動に取組んでいます。

当社の取組みは平成１９年度の福岡県エコ事業

所登録事業所の電気使用量削減部門で最優秀賞

を受賞するなど、高い評価を受けています。そ

の結果、企業価値が高まり、新たな受注獲得に

繋がっているほか、これまで蓄積してきたノウ

ハウを活かして、温室効果ガスなど、環境問題

の「見える化」を支援する事業に取組むなど、当

社の取組みは事業拡大にも貢献しています。

４．省エネ活動拡大がもたらす効果

～省エネビジネス拡大の可能性について

これまでは主に「省エネ活動を実施する側」

に立って制度や事例の紹介等を行なってきまし

たが、最後に、そうした企業の省エネ活動拡大

がもたらすと期待される、「省エネビジネス」

拡大の可能性について考察します。

省エネビジネスとは企業の省エネ活動のサ

ポートをビジネスとして取組む事業のことであ

り、代表的なものとしてＥＳＣＯという省エネ

サービスが挙げられます。ただ、省エネビジネ

スはそれだけにとどまらず、ＬＥＤ照明などの

省エネに貢献する機器の製造・販売やそうした

機器のリースなども含めた幅広い領域に広がっ

ています。

こうした省エネビジネスに関わる企業は、従

来省エネ活動に積極的に取組んできたのが大企

業中心だったということもあり、一部の電機

メーカーなどにとどまっています。しかし、今

後省エネ活動の裾野が地場中小企業にまで広

がっていくにつれ、省エネビジネス自体の裾野

も拡大してくことが期待されます。一件あたり

の金額は小さいものの、裾野は広い地場企業の

省エネ活動を通して発生するビジネスチャンス

は、地場企業が強みを発揮できる領域だと言う

こともできます。

将来的には、地域での取組みで蓄積したノウ

ハウを活かして海外、特に近年省エネを始めと

した環境ビジネスへの需要が高まっている中国

での事業拡大の可能性もあります。海外展開に

あたっては制度面や価格面など様々な課題もあ

りますが、九州には「市場との近接性」や、北

九州市や九州環境・リサイクル産業プラザ（九

州経済産業局の全面的なサポートの下で九州の

環境ビジネス振興に取組む団体）などを中心に

これまで様々な形で交流を持ってきた「実績」

という強みがあります。こうした強みを活用す

ることで、地場企業の省エネビジネスは国内だ

けにとどまらず海外でも拡大していく可能性を

秘めています。

最後に

現在の厳しい経済環境下では、省エネ活動、

特に省エネ投資に対する優先度が低くなってい

る企業が多数を占めているのが実情だと思われ

ます。しかし、企業にとって省エネ活動とは、

地球温暖化対策という意味以上に「コスト削

減」という観点から重要な取組みです。省エネ

活動を促進する制度が充実している今だからこ

そ、そうした制度を活用することで、より効果

的な省エネ活動を実施し、強固な企業体質を構

築することが可能となるのではないでしょうか。

ふくおかフィナンシャルグループでは、そう

した企業の皆様の取組みを、資金面だけでなく、

情報提供や省エネ活動のサポートを行なう企業

のご紹介などといった面からもサポートし、コ

スト削減を通じた経営改善に寄与するとともに、

九州の省エネビジネスの発展に寄与するための

取組みを進めてまいります。

（花谷禎昭）

産業調査
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微生物の役割って凄い！�

―大学発 シーズ紹介―
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【図１】焼酎廃液資化（＝分解）菌

し
ー
ず�

し
ー
ず�

し
ー
ず�

し
ー
ず�

微生物を使った環境モニタリング用
バイオセンサーシステムの開発

かわかみみつやす

福岡工業大学 工学部生命環境科学科 川上満泰 教授

環境問題への関心が高まる中、水環境についても、“環境負荷有機物”と呼
ばれる水中有害有機物に関する研究が進んでいます。その環境負荷有機物の
一つに、近年海洋投棄が禁止された“焼酎蒸留廃液”があります。今回は、
特定の有機物を好む微生物を活用した、この廃液浄化やその測定など、環境
モニタリング技術に関する研究をご紹介します。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 大学では、微生物や酵素の持つ機能を電極
反応と組み合わせることにより、高性能な環境汚
染物質除去技術や環境モニタリング技術の開発に
関する研究を行なっています。

どんな研究ですか？

先生 環境負荷有機物の一つとされる“焼酎蒸留
廃液”は、強い酸性で、粘度が高く、特有の臭気
を持つことから適切な処理を行って有機物濃度を
法定基準以下に低下させる必要があります。この
ときに必要になるのが有機物濃度をモニタリング
する技術です。
測定にはＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）という
指標を使います。ＢＯＤとは、「微生物が水中の
有機物を分解する時に消費する酸素の量」のこと
です。この酸素の使用量を測定することで、水環
境の有機汚濁を測定するわけです。焼酎蒸留廃液
の場合、焼酎廃液の分解が得意な微生物【焼酎廃
液資化（＝分解）菌】を用います（図１）。

検出については、取扱いが容易な電極反応を組
み合わせ、従来手法と比較して、簡便化、時間短
縮、測定精度に優れたフローインジェクションと
呼ばれる方式を採用しています。

この技術の優れているところは？

先生 これまで水環境の有機汚濁を測定する方法
として、工場排水試験方法に規定される“５日間
法”や、微生物電極によるＢＯＤ計測器に規定さ
れる“バイオセンサー方式”が使われてきました。
しかし、いずれの場合も以下のような課題があり
ます。
� 測定に用いる微生物によって代謝されにくい
物質は測定できないこと

� 代謝活性を低下させる物質が含まれていると
実際よりも低いＢＯＤ値になること

これを簡便に測定できる方法として、対象とな
る検体（廃液等）に有効に働く、特定の微生物の資
化（＝分解）速度による測定技術の研究に成功しま
した。

企業の皆さんに一言！

先生 各種有機物含有廃液のＢＯＤ評価システム
の実用化を目指しています。この共同研究に関心
のある企業様がいらっしゃいましたら、是非、お
問い合わせください。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第１０回）

13FFG調査月報 2009年12月



中小企業経営者のための「事業承継セミナー」開催

高度経済成長期に創業した中小企業の経営者が高齢化し、世代交代期を迎えています。一方で、少子化や

厳しい経営環境から後継者難の企業が増加しているという状況を受けて、総合的な支援を目的に２００８年５月、

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（中小企業経営承継円滑化法）※１」が成立しました。

中小企業にとって円滑な事業承継は大きな経営課題であることから、ふくおかフィナンシャルグループで

は、今年１０月に福岡、北九州、熊本、長崎の各地で「事業承継セミナー」を開催致しました。本稿では、多

くの参加者からご好評いただいたセミナーの一部をご紹介します。

「事業そのものの継承」と

「事業承継計画の早期策定」が

ポイント

セミナーの第一部では、経営コ

ンサルティング会社であるトーマ

ツコンサルティング株式会社の藤

嶋氏から円滑な事業承継のポイン

トを説明いただきました。

「今までの事業承継は、節税対

策を主眼に置いたものが多かった。

しかし、これからの事業承継は価

値のある事業を如何にして次世代

に残すかがポイントです」と中小

企業経営承継円滑化法の施行後、

事業承継のポイントが「自社株対

策」から「事業そのものの継承」

に変わってきていることを指摘。

さらに、親子間の事業承継では、

「一緒に現在の事業を分析し、事

業の強み・弱みを共有化したうえ

で、いつまでに・どのような形で

事業承継を行うかを早期に決定す

ることが重要」と解説いただきま

した。

事業承継を実践された

社長の体験談

第二部は、実際に事業承継を経

験された五洋食品産業株式会社の

舛田社長と三原機工株式会社の中

村社長に加え、講師の藤嶋氏、Ｆ

ＦＧ各行の営業担当部署の行員等

がパネラーとなり、それぞれの立

場から見た事業承継についてパネ

ルディスカッションを行いました。

五洋食品産業株式会社（福岡市

博多区）は、業暦３１年の冷凍洋菓

子メーカーです。前社長の体調不

良から事前の準備もなく事業を引

き継ぐことになった舛田社長から

は、「会社の実情もあまり詳しく

ない中で事業を継承しなければな

らず、組織運営上の人事面や資金

調達などの財務面で大変苦労しま

した」と事業承継の難しさを数々

の実体験を踏まえ紹介いただきま

した。

ＦＦＧニュース

※１中小企業経営承継円滑化法
事業承継問題で廃業を余儀なくされている中小企業が増加していることから、総合的に支援する法律として２００８年に制定された。�民法の遺留分に関
する特例 �相続税の納税猶予制度 �事業承継時の金融支援制度 の３つからなる。

テ ー マ 中小企業経営者のための事業承継セミナー

開催地区
開 催 日

福岡地区 平成２１年１０月１９日� 熊本地区 平成２１年１０月２０日�
北九州地区 平成２１年１０月２３日� 長崎地区 平成２１年１０月２７日�

プログラム

【第１部】
講演「経営の原理原則を実践して適切・円滑な事業承継を」
講師：トーマツコンサルティング株式会社 パートナー 藤嶋誠三氏
【第二部】
パネルディスカッション「事業承継を実践された社長の体験談」
パネラー
五洋食品産業株式会社 代表取締役社長 舛田圭良氏
三原機工株式会社 代表取締役社長 中村 學氏
トーマツコンサルティング株式会社 パートナー 藤嶋誠三氏 他

主 催
ふくおかフィナンシャルグループ、福岡銀行、熊本ファミリー銀行、
親和銀行、FFGビジネスコンサルティング、福岡中央銀行（福岡地区、北九
州地区のみ）、日本プライベートエクイティ、福岡キャピタルパートナーズ

後 援 ＦＦＧ経営者クラブ、独立行政法人中小企業基盤整備機構九州支部

来場者数 総計１６８名（４地区合計）

■セミナー概要

セミナー風景
講師：トーマツコンサルティング株式会社藤嶋氏
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事業承継時の障壁を

乗り越えながらも、当

社は内部管理体制の確

立のため、ＩＳＯ９００１

やＩＳＯ２７００１を取得

しました。また、商品

の品質向上のため九州

大学との連携によるコ

ラボ商品を開発、さら

に高いレベルの生産管

理のため、新工場（前

原市）の建設を進めて

います。成長を続けて

いる当社は、まさに事

業承継を契機に企業価

値を高めた事例と言えます。

学校向け机椅子の老舗メーカー

として高い評価を得ている三原機

工株式会社（福岡県久留米市）は、

事業承継ファンドを活用し事業承

継を行いました。「後継者不在の

中、外部から社長として就任し、

まず企業価値の維持と向上のため

の組織づくりに注力しました」と

組織づくりにおける人材育成の重

要性を中村社長からお話いただき

ました。

当社は、事業承継ファンドの活

用により、評価の高い事業の継続

と地域雇用の維持が図られ、ファ

ンド・社員・取引先が一体となっ

て事業価値を高めていく「九州リ

レーションシップ１号ファンド」

の第１号事例です。

事業承継ファンドは、他のファ

ンドと違い投資リターンの追求が

第一義ではなく、地域経済の活性

化や雇用の確保を重視しています。

現在、後継者不在の中小企業にお

いて事業承継ファンドを活用する

ことで経営資源を最大限に活かし

ながら、事業を次の世代へと承継

する手段として注目度が増してい

ます。

中小企業白書（２００６年版）によ

れば、事業継続を検討している先

のうち「後継者を決めている」は

４４．０％、「決めてはいないが候補

者がいる」は３７．１％、「適当な候

補者がいない」が１８．９％となっ

ています。また、「後継者を決め

ている」企業の約８割が、事前の

準備が不十分と回答しています。

参加者からは「通常のセミナー

と比べ、実体験に基づいた内容で

興味深かった」、「なかなか他人に

は聞きにくい部分も多く聞くこと

ができ、大変参考になった」、「今

回のセミナーは事業承継を考える

きっかけとなった」などのご意見

が多数ありました。

ＦＦＧの事業承継に対する取り組み

事業承継の問題は、経営権の承

継と資産の承継という２つの側面

を持ち、財務面・法務面・税務面

などの様々な知識が必要であるこ

とから、経営者独自で解決するに

は限界があります。

ふくおかフィナンシャルグルー

プでは、地域経済の活性化のため

中小企業の事業承継支援に取り組

んでおり、特に福岡銀行ソリュー

ション営業部には専担グループを

置き、事業承継に精通した外部専

門家とも連携して、お客様の事業

承継ニーズに素早く対応できる態

勢を整えています。

パネラーとして参加した同行ソ

リューション営業部コンサルティ

ング金融室の平田室長は「事業承

継は１０社あれば１０社それぞれの

事業承継があります。福岡銀行で

は皆様のニーズにマッチしたオー

ダーメイドのご提案をさせていた

だいております」と補足しました。

今後とも、ふくおかフィナン

シャルグループでは、お客様のご

要望・ご期待にお応えするセミ

ナーや交流会の開催など情報発信

に努めてまいります。

（稲葉 修一）

ディスカッション風景 五洋食品産業株式会社 舛田社長（左から３番目）
三原機工株式会社 中村社長（左から２番目）
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福岡銀行本店営業部 リニューアルオープン！

福岡銀行は平成２１年１０月１９日に本店営業部を

リニューアルオープンいたしました。

平日・土曜日とも１７時まで営業するとともに、

新たにコーヒーショップを併設するなど、より便

利に、快適にご利用いただけるようになりました。

皆様のご来店を心よりお待ちしております。

リニューアル後のフロアレイアウト

１階は個人のお客様専用の「本

店コンサルティングフロア」とし、

「外貨両替」「個人のお客様預金

窓口」「個人のお客様相談窓口」

を設置しています。

「個人のお客様相談窓口」には

専門知識の豊富な行員を配置する

とともに、従来の平日時間外営業

に加え、土曜日営業を開始し、予

約制による投資信託、住宅ローン

等のご相談を承っています。

新しい取組み

１階の「本店コンサルティング

フロア」ではＦＦＧグループ初と

なる各種取組みを実施しております。

まず、お客様を「最高のおもて

なし」でお迎えすることを目的に、

１階フロアに「フロアアテンダン

ト」を配置しています。次に、コー

ヒーショップ「カフェファディ」

を併設し、コーヒーを飲みながら

待ち時間を過ごせるなど、お客さ

まに心地よい空間をご提供してい

ます。

セミナールームの新設

また、４階フロアには「セミナー

ルーム」を新設し、「２０１０年の投

資戦略」や「マイホーム購入の第

一歩」などお金や住宅についての

テーマはもちろん、「旅行」や「美

容」などの趣味に関するものまで

幅広いテーマのセミナーを実施し

ております。

電話のほかに福岡銀行のＨＰか

らもお申し込みいただけます。先

着順ですので、お早めにお申込く

ださい。

皆様のお越しをお待ちしており

ます。

【お問合せ先】
福岡銀行 本店営業部
福岡市中央区天神２－１３－１
ＴＥＬ：０９２－７２３－２１３１（代表）
Ｈ Ｐ：http://www.fukuokabank.co.jp/

ＦＦＧニュース

営業内容 平 日 土曜日 場 所
入出金のお取引 ９：００～１５：００ ― １階フロア
資産運用のご相談 ９：００～１７：００ 予約制１０：００～１７：００ １階フロア
外貨両替 ９：００～１７：００ ― １階フロア
貸金庫 ９：００～１７：００ １０：００～１７：００ 中２階
住宅ローンのご相談 ９：００～１７：００ １０：００～１７：００ ２階フロア（土曜日は１階）

４F セミナールーム／
プライベートバンキングフロア

３F
本
店
営
業
部

コーポレート営業部

２F
リテール営業部

前田証券
天神営業部福岡ローンセンター／

振込・税金・法人預金窓口

１F コンサルティングフロア
（個人預金・個人相談窓口）

個人のお客様相談窓口（１階）

福岡銀行本店ビルフロア配置（１Ｆ～４Ｆ）

コーヒーショップの併設（１階）
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REPORT 中国の百貨店、スーパー事情

はじめに

近年、二桁近くの経済成長（２００９年はＧＤＰ

８％増を見込む）を続ける中国では、消費水準

の向上に伴い百貨店・スーパーの売上が急激に

増加しています。０４年に「外商投資商業領域管

理弁法」が発表され、外資小売企業の独資（１００％

外国資本）での市場参入が認められたこともあ

り、外資百貨店・スーパーの参入が増加し中国

市場でのシェアも高まっています。

しかし、日系百貨店については過去中国への

海外展開の失敗の経緯もあり、中国での事業展

開はあまり進んでいません。日本の百貨店など

小売業界の低迷状態と中国市場の成長性を踏ま

えれば、今後、日本の小売業による中国への新

規進出や事業拡大が着実に進むものと考えられ

ます。

今回はこれらの動きを踏まえ、中国の百貨

店・スーパー業界の動向についてレポートしま

す。

１．中国百貨店、スーパー業界の規制緩和の変遷

中国小売業界は９０年代に入るまで商品流通経

路の基幹部分を国営もしくは準国営企業が担っ

ており、なかでも国営百貨店が国の配給機関と

して物価安定と商品の安定供給についての中心

的役割を果たしていました。外資企業との競合

がなく、国の政策によって保護されてきたこと

もあり、百貨店は都市中心部の好立地へ出店で

きるなど条件面で優遇されていました。

１９９２年には、外資への市場解放の一環で、進

出地域を北京、上海、天津、広州、大連、青島

及び５つの経済特区に限定し、また各地域１～

２社に限って、中国地場企業との合弁もしくは

提携による参入が試験的に認められるようにな

りました。これにより、外資企業の参入申請が

相次ぎ、百貨店やスーパーなど２０社が合弁企業

の設立認可（小売業）を受けました。

世界第２位の規模を誇るフランス資本のスー

パーマーケットであるカルフールも、９５年に中

国企業との合併により上海に進出し、それから

１０年内に３０近くの都市に７０店舗を出店し、現在、

１７０億元（≒２，３００億円）以上を売上げています。

しかし、９０年代の外資企業の認可条件は厳し

く、独資で参入することができないうえ、さら

に商品の年間輸入額が制限されるなど厳しい規

制がありました。

ところが、２００１年に中国がＷＴＯに加盟し、

３年後の０４年に「外商投資商業領域管理弁法」

が発表されたことにより、外資の出資制限、地

域制限、数量制限（会社数、店舗数）等が撤廃さ

れ、中国小売業は外資に全面開放されました。

現在では台湾・香港・マカオ企業を除き４００社

程度の外資企業が中国に進出し、小売企業全体

海外リポート

上海市内の百貨店
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（約２７千社）の約１．５％を占めるまでになってい

ます。

２．百貨店、スーパーを取り巻く環境

�中国の所得水準

中国当局の統計によれば、中国がＷＴＯに加

盟する前年、２０００年の都市住民（都市戸籍を持

つ住民）の可処分所得は平均６，２８０元で、うち上

位１０％の平均は１万３，３１１元となっています。

これが０８年になると、全体の平均が１万５，７８１

元（００年比１５１．３％増）に上昇し、９年前の上位

１０％の所得水準さえも上回っています。このよ

うに中国の購買力は極めて早いペースで伸びて

おり、富裕層のみならず中間所得層も急速に厚

みを増してきています。もちろん地域格差の問

題はあるものの、現在の中国の状況と、高度成

長期後の日本の消費水準が８０年代以降も上昇を

続けたことを勘案すれば、中国における消費水

準も、今後しばらくは上昇を続けると考えられ

ます。

中国が所得水準の上昇とともに、販売市場と

しての魅力を増すなかで、日本企業においても、

自らが得意とする高付加価値商品・サービス市

場拡大の場として、中国市場へ大きな期待を寄

せています。

また、日本企業においては、中国が所得水準

の上昇とともに販売市場としての魅力を増して

きているなかで、得意とする高付加価値商品・

サービス市場拡大の場として、中国へ大きな期

待を寄せるのは当然のことと思われます。

�百貨店、スーパー市場の動向

中国でチェーン展開する百貨店、スーパーの

小売売上高（０８年）はそれぞれ１，９４３億元（≒２．９

兆円、前年比１９．６％増）、３，７３６億元（≒５．６兆円、

前年比１８．１％増）と、０３年以降ほぼ二桁の増加

を維持しています。この要因としては、近年の

経済成長に伴う所得水準の向上によって、衣料

品、化粧品、宝飾品などの小売売上高が拡大し

たためと考えられています。

このように百貨店、スーパーが小売市場で売

上高を年々伸ばしているのは、所得水準の向上

に加えて、中国人の余暇の過ごし方の変化にも

理由があると思われます。最近、中国政府は上

海ディズニーランドの建設を認可し、２０１４年に

開業する見通しとなりました。中国では大都市

といえどもテーマパークや映画館などの娯楽施

設が少ないため、百貨店やショッピングセン

ター（スーパー）などが集まる繁華街で余暇を過

ごすことが多く、そのことが百貨店、スーパー

の売上増加に繋がっている一因と考えられてい

ます。

今後、一時的な景気減速により百貨店売上高

も緩やかなものとなる可能性もあるといわれて

いますが、現在の中国の上位所得者の消費水準

が日本の７０年代中頃の水準にあること、また今

後の中国の消費水準が日本と同様に高まるであ

ろうことなどから、中長期的に市場は拡大基調

を辿るものと考えられています。

海外リポート

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８

百貨店売上高
（億元） ５９７ ９３０ １，２７５ １，４８２ １，６２５ １，９４３

小売売上高
（チェーン店） ３，４６４ ６，１６３ ８，５７０１０，７６５１１，６８３１４，３７０

スーパー １，６１０ １，９４８ ２，６２９ ２，８３８ ３，１６４ ３，７３６

表１ 百貨店・スーパーの売上高

（出所）中華人民共和国国家統計局「中国統計年鑑」
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３．日系小売企業の進出動向

外資による対中直接投資の動きを業種別にみ

ると、近年は製造業が減少を辿る一方で、卸・

小売業は増加傾向にあります。

先程述べた中国の経済成長に伴う所得水準、

消費水準の向上や０４年の独資企業への市場全面

開放に伴い、ウォルマート、カルフール、メト

ロ、イオン等のグローバル外資小売企業をはじ

めとして内販目的の外資企業の進出が急増して

います。日系企業についてみても、０４年以降直

近４年間で２０社程度の日系小売企業が中国に進

出しています。

しかし、日系百貨店は１９８０年代からヤオハン

（中国初の外資小売企業）などが中国に進出しま

したが、日本国内での本体の不振が直撃して事

業撤退を余儀なくされた経緯がありました。現

在、百貨店で事業を続けているのは伊勢丹と三

越（小規模店）の２社、多店舗展開は伊勢丹のみ

となっています。スーパーでは日系小売店とし

てイトーヨーカ堂やイオン（ジャスコ）などが中

国にて事業展開しています。

現在、日本の大型小売店舗売上高は、０８年８

月以降１４ヵ月連続で前年割れとなり、特に百貨

店では長期低迷が続いています。ここ数年の中

国の百貨店・スーパーを含めた小売市場の拡大

基調を勘案すれば、今後、日系小売企業の中国

進出意欲が再び高まる可能性は十分にあると思

われます。

４．最後に

上海の日系百貨店には、開業当初から所得の

高い台湾、香港人の来店が多く（現在は高所得

者の中国人の来店も増えている）、主に高級品

を取扱うイメージが定着しています。また、中

国の流行の発信源は台湾や香港ですが、日本は

台湾、香港の流行の源流であると認識されてい

ます。購買層の主力である若い女性には、メイ

ドインチャイナは格好悪く、日本製品が揃う日

系百貨店は、品物の価格は高いが高品質でお洒

落であるとのイメージが強いようです。

このような中、高島屋は成長が続く中国市場

を海外事業の収益の柱の１つとして考え、２０１２

年に上海の高級住宅街に中国１号店を開業する

予定となっています。同様に、既に中国に進出

済みの三越伊勢丹も、さらに中国での大型百貨

店の出店を検討しており、１４年までに大型店舗

を５店開業し、総店舗数を１０店に増やすことを

表明しています。

このように、中国の小売市場は今後も経済成

長に伴う所得向上により、中長期的に拡大基調

を辿るとみられており、日系百貨店・スーパー

にとっても、今後のビジネスチャンスが十分に

期待できる市場といえます。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

社 名 売上（億元）

１ 上海第一ヤオハン（旧ヤオハン） ３２．０３

２ 上海新世界城 ２３．５４

３ 上海久光百貨店（旧そごう） １６．２６

４ 東方商廈 １５．０５

５ 上海置地広場商廈 ９．７６

６ 上海匯金百貨店 ９．６１

７ 上海市第一百貨店 ８．８７

８ 上海太平洋百貨店徐匯支店（台湾） ７．６４

９ 上海太平洋百貨店淮海支店（台湾） ７．２１

１０ 上海百聯集団東方商廈南東支店 ６．９９

表２ ０８年上海市百貨店売上上位１０

（出所）上海市商業情報センター
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局
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［基調判断］…………在庫調整が進展しており、持ち直しで推移している

２００９年９月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、半導体や自動車などの生産が改善し、前

月比４．８％上昇し７ヵ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産は在庫調整が進展しており、

持ち直しで推移しています。

［業種別動向］…………電子部品・デバイス工業、輸送機械工業などで上昇

鉱工業生産指数の前月比４．８％上昇について業種別に寄与度を見ると、国内向けゲームや携帯電話、

家電用の部品生産で伸びている電子部品・デバイス工業が、北米向け自動車輸出が持ち直している輸

送機械工業などが大きく寄与しました。トータルでは全１７業種中１２業種でプラスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………厳しい状況のなか、持ち直しに転じつつある

福岡県の景気は、生産活動の増加が持続しており、持ち直しに転じつつあります。

生産活動は、多くの業種で前年同期比プラスとなり、総合指数は６ヵ月連続で前月比上昇しました。

また、公共投資も２ヵ月連続で前年を上回っています。一方、企業倒産は件数、負債総額ともに減少

しています。

消費の面では、大型小売店販売額は前年を下回っているものの、前年比のマイナス幅は縮小してい

ます。しかし、住宅投資では引き続き前年を大きく下回っています。

［生産活動］……………総合指数は６ヵ月連続で上昇

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８４．７と、前月比４．１％上昇しま

した。

総合指数の上昇は６ヵ月連続となり、生産活動

は持ち直しの動きが継続しています。

主要業種はいずれも上昇しており、一般機械は

前月比１６．９％、輸送機械は同１５．２％、化学は同

１４．８％、鉄鋼は同２．１％の上昇となりました。

［大型小売店］……………百貨店は減少、スーパーは微増

百貨店では、９月の大型連休による来店客増加

が期待されたものの、主力の衣料品などが低迷し、

全体では前年比７．１％減となりました。

一方スーパーでは、新規出店による売上増加が

既存店の減収をカバーし、全体では前年比１．２％

増加しました。

トータルでは前年比２．６％減の４９４億円となり、

１４ヵ月連続の減少となっていますが、マイナス幅

は縮小しています。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］……………貸家・分譲の減少が継続し１０ヵ月連続の前年割れ

９月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１７．７％減の７５８戸、貸家で同４８．３％減の１，０９３戸、

分譲で同８０．４％減の２０４戸となり、全体では同

４９．０％減の２，０７８戸となりました。

前年同月の着工件数と比較すると、貸家は１０ヵ

月連続減、分譲は７ヵ月連続減と減少傾向が続い

ています。全体でも、上半期（４～９月）の着工件

数は前年同期比４９．９％減の１３，３６２戸とほぼ半減し

ており、不動産市況の低迷を反映した結果となっ

ています。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに増加

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比４２．２％増の１，２１３件、金額が同２５．３％

増の４７９億円と、追加経済対策の効果が表われ、

２ヵ月連続で件数、請負金額ともに前年を上回り

ました。

福岡県の道路・河川関連工事の発注が集中した

ことなどから、「県」などで大きく増加しました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに減少

１０月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比３２．０％減の３４件となりまし

た。また、負債総額も同６３．３％減の３１億円に減少

し、単月では今年８月の１９億円に次いで低い額と

なりました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………厳しい状況のなか、回復の動きが見られる

厳しい状況が続いていますが、生産活動などに回復の動きが見られます。

生産面では、輸送機械が上昇し、総合指数は前月比３ヵ月連続で上昇しました。また、公共工事の

増加が景気を下支えするなか、企業倒産の負債総額は低水準で推移しています。一方、所得環境は依

然厳しい状況が続いており、個人消費や住宅建設全体は低調な状態が続いています。

［生産活動］……………輸送機械の増産により、総合指数は３ヵ月連続
で上昇

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８１．３と前月比１．２％上昇しまし

た。

一般機械や食料品・たばこ、電子部品・デバイ

ス等は低下したものの、自動車など輸送機械の増

産で、総合指数は３ヵ月連続で上昇しました。

［大型小売店］……………減少続くも減少幅は２ヵ月連続で改善

９月の県内大型小売店販売高は、前年比２．８％

減の１２４億円と前年実績を下回りました。消費者

の節約志向は依然として強いものの、減少幅は２

ヵ月連続で改善しています。

エコポイント効果で家庭用電気機械器具は増加

したものの、衣料品、飲食料品は減少し、全体で

も前年比減少しました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………貸家の低調などで前年比２６．０％減

９月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

２６．０％減の７５６戸と、３ヵ月連続で前年を下回り

ました。

熊本市内のマンション着工などで、分譲は前年

比６３．５％増の１０３戸となりましたが、持家は同

２．４％減の３７１戸、貸家は５１．４％減の２８０戸と低調

でした。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに約３割の増加

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３４．４％増の９３７件、金額が同２９．７％

増の３１１億円と、件数、請負金額ともに前年の約

３割増の規模になりました。

発注者別の請負金額をみると、「国」は国立療

養所整備などで前年比６９．１％増加したほか、「県」

では八代港整備など前倒し発注により同６０．９％増

加したために、前年実績を上回りました。

［企業倒産］……………件数は前年比２件増加するも、負債総額は低水準

１０月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１５．４％増の１５件、負債総額

が同４８．３％減の１０億３，０００万円となりました。

倒産件数は前年比２件増加しましたが、いずれ

も１０億円以下の小口の倒産に留まり、負債総額も

低水準です。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］…………厳しい状況が続いているが、持ち直しの動き
がみられる

生産面では、輸送機械や電子部品・デバイスは低下したものの、一般機械などの上昇により鉱工業

生産総合指数は５ヵ月連続で前月比プラスとなりました。大型小売店販売額は前年割れが続き、住宅

投資の動きは弱いものの、公共工事は県や市町の前倒し発注に加えて国からの発注増で増加していま

す。また企業倒産件数は低水準ながら、負債総額は５ヵ月ぶりに前年を上回りました。

［生産活動］……………一般機械などが寄与し、総合指数は５ヵ月連続
で上昇

８月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比８．１％上昇し１２１．７となり

ました。

造船やシリコンウェハなどの減産で輸送機械や

電子部品・デバイスは低下したものの、タービン

やボイラの増産で一般機械が上昇し、総合指数は

５ヵ月連続で上昇しました。

［大型小売店］……………衣料品や高額商品の不振と、低価格化などで
売上減少

９月の県内大型小売店販売高は、依然減少が続

いており、前年比５．０％減の８５億円となりました。

消費者の節約意識は根強く、衣料品や高額商品

の不振、商品の低価格化などで売上は減少してい

ます。業態別では、百貨店は前年比５．０％減、スー

パーは同５．１％減となっています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………分譲住宅の減少などで前年比３０．２％減

９月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比３．０％

減の２２７戸、貸家では同３０．０％減の１２６戸、分譲で

同６２．０％減の７９戸となりました。雇用や所得環境

の回復がみられないなか、特に分譲住宅の着工は

前年比急減し、全体での実績も同３０．２％減の４３７

戸と、４ヵ月連続の減少となりました。

［公共工事］……………件数、請負金額とも前年比１．５倍超の増加

９月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比６３．４％増の６８８件、金額が同７３．１％

増の２６４億円と、件数、請負金額とも前年比１．５倍

超増加しました。

発注者別の請負金額をみると、「国」では真申

川橋、「県」では松浦高校新築、「市町」では奈留

小中学校改築など、経済対策等により各種工事が

前倒しで発注され、請負金額は増加しました。

［企業倒産］……………５ヵ月ぶりに負債総額は前年比増加

１０月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２６．７％減の１１件、負債総額

が同５．９％増の５０億８，６００万円となりました。

５月以降、緊急融資制度の効果等により、企業

倒産は沈静化していましたが、負債額１０億円超の

倒産が２件発生し、５ヵ月ぶりに負債総額は前年

比増加しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．４ ７．５ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９

９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．３ ▲４．１ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．９ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０３．０ ▲７．９ １００．４ ▲２．２ １４，９３６ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０

９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６７０ ２．６

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５

９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．３ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．１ ▲１８．９ ８７．１ ▲１７．３ ９４．６ ▲１２．２ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．９ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

27FFG調査月報 2009年12月



経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．８ １０２．７ ▲４．９ ９９．６ ▲８．２ １１３．５ ▲０．７ １１３．６ ８．６ １１２．７ ▲１３．０ １００．５ ▲７．６ １２４．９ １．６

９ １０２．０ ０．１ １０１．２ ▲５．８ １１７．６ ６．０ １１８．１ ９．３ １１３．０ ▲２．２ １０１．４ ▲１．２ １１５．８ ▲９．８
１０ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２
１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９

９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．６ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３６．９ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．２ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８

９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３８ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１１０ ３．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００８．８ １０２．０ ▲２．７ １０３．４ ▲８．２ １３２．２ ７１．３ ６９．０ ▲４２．６ ９６．７ ▲２７．９ ９９．２ ▲６．５ １２３．６ ４４．３

９ １０２．６ ▲１．３ ８９．９ ▲４．１ １３４．６ ０．５ ６４．９ ▲３０．０ １０１．６ ２０．７ １０１．９ ０．９ １２０．１ ４．７
１０ ９９．６ ▲７．６ ９５．７ ０．０ １３０．３ ▲９．２ ６２．２ ▲４２．１ １００．４ ８．１ ９７．５ ▲１０．５ １２７．６ １４．１
１１ ９７．１ ▲１２．６ ９５．９ ▲２．６ １１８．９ ▲２２．９ ５６．６ ▲４３．２ １０２．１ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．１ １８．８
１２ ９３．０ ▲１１．３ ９３．４ ▲１．１ １１２．１ ▲２２．２ ６３．０ ▲４０．１ １０１．７ ２７．８ ８９．７ ▲１１．５ １４３．３ ２５．８

２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６
２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．４ ▲２１．２ １００．３ ０．８ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．３ ▲２０．３ ９５．２ ▲７．９ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．１ ▲１４．２
９

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．８ ４．０ ６４．３ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３

９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．６ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１

９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１６ １．１ ２９，４９６ ２．０

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．８ １２６．６ １７．６ ２０３．５ １０３．３ １０３．２ ▲７．６ ３８．１ ▲４１．８ １５１．７ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６

９ １２５．４ １９．５ １８７．８ ９０．３ １０７．３ ▲１．５ ３７．７ ▲２７．０ １４８．９ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １１２．６ ▲７．８ １３６．７ ▲２５．８ １０６．９ ５．４ ３７．８ ▲３５．１ １６７．１ １０．４ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １２１．７ ▲３．９ １９８．６ ▲２．４ １２０．２ １６．５ ４４．１ １６．０ １３２．１ ▲１３．０ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ ２．７

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．８ ６７．３ ７１．５ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０

９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ １，７９５ ▲６８．５ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．１ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３

９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，５００ ▲４．８ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９７４ ▲３．０

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合調査グルー
プまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際展覧中心 ２０１０年 happy New Year 買物祭り １２月２６日～１月３日

２０１０年北京旧正月用品博覧会 １月２３日～２月７日

２０１０年アジア国際
ブランドスポーツ用品博覧会 ３月４日～３月６日

第１７回中国（北京）国際建築装飾及び
材料博覧会

３月１６日～３月１８日
２０１０年中国国際暖房、供熱、空調、
通風製品及び技術展覧会
２０１０年第１０回中国（北京）国際
石油石化技術装備展覧会 ３月２２日～３月２４日

２０１０年中国国際ラジオ放送、
テレビ情報ネットワーク展覧会 ３月２３日～３月２５日

大連
大連星海会展中心 第１４回大連国際

迎新春ブランド商品博覧会 １２月１７日～１２月２６日

上海
上海世貿商城
（上海マート）

第４回上海ビル省エネルギー技術及び
設備展／ビル省エネルギーフォーラム

１２月２２日～１２月２４日
２００９上海不動産サービス技術及び
設備展覧会

上海光大会展中心 第９回全国農産品（上海）交易博覧会 １２月２４日～１２月２８日

２００９年浙江（上海）良質農産品展覧会 １２月２５日～１２月２８日

香港・マカオ
Hong Kong Conven-
tion &
Exhibition Centre

香港貿発局香港玩具＆ゲーム・フェア

１月１１日～１月１４日香港国際文具フェア

香港ベイビープロダクトフェア

香港貿発局香港ファッションウィーク
秋／冬２０１１

１月１８日～１月２１日
香港貿発局ワールド・ブティック香港

２０１０香港国際毛皮＆ファッションフェア ２月２５日～２月２８日

香港インターナショナル・
ジュエリー・ショー ３月５日～３月９日

香港婚礼エキスポ ２０１０ ３月１９日～３月２１日

香港国際フィルム＆
テレビマーケット ２０１０ ３月２２日～３月２５日

APLF-Materials, Manufacturing &
Technology２０１０（皮革フェア） ３月２９日～３月３１日

香港モードランジェリー
（ビーチウェアショー） ３月３０日～３月１３日

Asia World Expo アジアファッションジュエリー＆
アクセサリーフェア（３月） ３月３日～３月６日

CARTES in Asia２０１０（デジタルセキュリ
ティ＆スマートテクノロジーエキスポ） ３月１６日～３月１８日

ベネチアン マカオ マカオ ジュエリー＆ウォッチフェア ３月１６日～３月１８日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh Tan
Binh Exhibition &
Convention Centre

熱換気・エアコン・冷蔵・空気ろ過・
浄化に関する国際展示会

３月１８日～３月２０日
ベトナム国際流体・エアー・
ガスハンドリングシステム展示会

Saigon Exhibition &
Convention Centre

第５回ベトナム充填・包装処理展示会
３月１８日～３月２０日

第３回ベトナムプラスチック・
ラバーテクノロジー＆材料展示会

Vietnam National Con-
vention Centre, Hanoi

第５回造船・海洋工学・
輸送に関する国際展示会 ３月１７日～３月１９日

深セン
場 所 展 覧 会 名 期 間

深セン会議展覧中心
（Shenzhen Conven-
tion &
Exhibition Centre）

中国国際金・ジュエリー・
宝飾品フェア 深セン２０１０ ３月９日～３月１２日

ZOW深セン２０１０（家具展示会） ３月１９日～３月２２日

中国深セン国際機械＆鋳型産業展示会 ３月２８日～３月３１日

広州
広州中国輸出商品取
引会
琶洲展館
（China Import & Ex-
port Fair {Pazhou}
Complex）

２０１０ハッピーチャイナ スプリング
ショッピングフェスティバル 広州 １月８日～１月１９日

中国サイン・LED・
ネオンショー ２０１０ ３月２日～３月５日

第６回中国国際自動車アフターマーケット＆
チューニング産業見本市（広州） ３月３日～３月５日

第７回広州国際自動車用エアコン＆
コールドチェーン技術展示会 ３月４日～３月６日

SPS－産業オートメーションフェア
広州 ３月８日～３月１１日

広州国際ビューティ＆コスメティック
輸出入品エキスポ ２０１０春

３月９日～３月１１日第１７回華南ラベル印刷技術に関する
中国国際展示会
中国水・廃水等処理におけるポンプ・
バルブ・パイプ展示会 ２０１０
第５回国際マイクロフォン＆
オーディオビデオ機器フェア ２０１０ ３月１０日～３月１２日

中国広州国際セラミック博覧会

３月１８日～３月２１日

第２３回中国広州国際家具博覧会

中国広州国際家庭用繊物及び
アクセサリー博覧会２０１０
中国広州国際
家庭装飾品・用品展覧２０１０
中国広州国際アウトドア及び
余暇娯楽用品展覧会２０１０
中国広州国際家具博覧会
（オフィス用家具展覽会）

３月２７日～３月３０日
中国広州国際木工機械、
家具材料展覽会
第７回広州国際レジャー＆
レクレーション産業エキスポ ３月３０日～４月１日

保利世貿博覧館
（Poly World Trade Centre Expo）

広州ホーム家具トレーディングフェア
２０１０春 ３月１８日～３月２１日

バンコク
Queen Sirikit
National Convention
Centre

タイ ゲームショー２０１０ １月８日

ハッピーキッズフェスティバル２０１０ １月１４日～１月１７日

第７回タイ国際旅行フェア ２０１０ ２月２５日～２月２８日

Victam Asia２０１０（ペットフード等の技術・
機器に関するトレードショー） ３月３日～３月５日

Grapas Asia２０１０（製粉・ヌードル製造・
米加工工業に関する展示会） ３月３日～３月５日

第３８回ナショナルブックフェア＆
第８回バンコク国際ブックフェア ３月２６日～４月６日

Impact Exhibition &
Convention Centre

ボイラー＆圧力容器見本市２０１０ ２月２４日～２月２７日

第１４回ビジネスチャンス＆
フランチャイズエキスポ ２０１０ ２月２５日～２月２８日

オフィスオートメーションネットワーク＆
ステーショナリーフェア２０１０ ２月２５日～２月２８日

第４５回バンコク宝飾品＆
ジュエリーフェア ２０１０ ２月２６日～３月２日

家具エキスポ２０１０ ２月２７日～３月７日

婚礼エキスポ２０１０ ２月２７日～３月７日

ファッション＆フードエキスポ２０１０ ２月２７日～３月７日

美容・スパ・健康＆
スポーツエキスポ ２０１０ ２月２７日～３月７日

タイ国際家具フェア２０１０ ３月１０日～３月１４日
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「売上が伸びない」「客足が遠のいた」・・・主な原因は、�
①競合優位性が明確になっていない　②市場の変化に対応していない  �
この２点です。このセミナーでは、ビジネスの最前線に立つ営業マネー�
ジャーである講師が、①競合優位性を明確にし、②市場の変化に対応す
るための具体的な方法論をレクチャーします。�
好評をいただいた前回同様、皆様のビジネスに直結する「実践的で」
「役に立つ」「効果のある」セミナー内容となっています。�
�

ホテルリソル佐世保�
（旧ホテルトリニティ佐世保）�
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

編 集 後 記 �

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

今月のトップに聞くでは「竹下製菓」さ

んを同行訪問させていただきました。子供

の頃にいっぱい食べた「ブラックモンブラ

ン」の製造ラインを見学し、アイスを試食

させていただきながら「当たりくじ」にワ

クワクしていた自分を思い出しました。「お

いしい、楽しい商品を作って社会に奉仕す

る」という理念に納得です。

「事業承継セミナー」に多数ご参加いた

だきありがとうございました。資料によれ

ば、廃業する中小企業の約４社に１社（年

間約７万社）が事業承継難を理由に廃業に

追込まれているそうです。これからの日本

を支えていくためにも事業承継は非常に重

要な課題ですので、これからも継続して取

り上げて行きたいと思います。

今回のレポートの中で紹介いたしました

「自らのことを知る大切さ」という考えは、

古代中国の兵法書である「孫子」の中でも

記述されています。孫子以外にも、「楽し

むことの大切さ」について記述してある「論

語」など、古典が教えてくれる「原理原則」

は、先行き不透明な今の時代だからこそ大

切にしたいものです。

島 浦 稲 葉 花 谷

２００８年の上海市の人口は１，８８８万人と公

表されています。昨年までの人口増加と所

得水準の向上など、中国経済の堅調ぶりか

ら上海の百貨店では人が多く、購買力の高

さを目の当たりにします。上海では外資系

百貨店の進出が著しく競争が激化していま

すが、その理由が頷けます。

小学生の頃（約３０年前）、石油はあと３０

年で枯渇すると学びましたが、原油採掘技

術の進歩なのか、未だに売り切れる様子は

ありません。ただ、１９６０年の油田発見ピー

クから、約５０年（２０１０年頃）で「オイルピー

ク」を迎え、以後は原油価格が大幅に高騰

するという説があります。この先はお天道

様次第、でしょうか？

田 中 今 村

ＦＦＧ調査月報１９号 ２００９年１１月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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